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第１章 22年度PRTR届出データの過年度比較 

（1）届出件数の推移 

図1に届出件数の推移を示します。22年度の届出件数は、36,491件で、前年比4.9％の減少、15

年度と比べると11％の減少となっています。22年度は、政令改正に伴う医療業の追加、対象物質

の変更に加え、東日本大震災の影響も考えられますが、それらについては第３章で述べます。22

年度は、届出方法別で見ると電子届出が前年に引き続き増加し、初めて届出全体の50％を超えま

した。また、22年度把握（23年度届出）では、二次元コード付き書面届出を作成できるPRTR届出作

成支援プログラムを事業者に配布したところ、書面届出中45％と比較的高い利用率となりました。

今後とも、電子届出の増加、PRTR届出作成支援プログラムの活用が期待されます。 

図2に届出件数上位5業種と上位5業種以外の合計の届出件数の推移を示します。燃料小売業

と上位5業種以外の合計は、届出件数の減少が目立ちます。上位5業種以外の合計の減少は、自

動車整備業の届出件数が15年度に比べ3,472件減少したことが要因になっています。一方、下水

道業や金属製品製造業などでは、届出件数が10％以上増加しています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             

 

（２）排出量及び移動量の推移 

図3に排出量及び移動量の区分別の8年間の推移を示します。22年度の排出量・移動量合計は

381,000トンで、15年度と比べ147,000トン（28％）の減少となっています。このうち排出量は183,000

トン、移動量は198,000トンで、初めて排出量が移動量を下回りました。15年度と比べると、排出量

が109,000トン（37％）減少に対して、移動量は38,000トン（16％）減少です。区分別では大気排出

量の86,000トン減少が最大ですが、減少率としては埋立処分量の71％減少が最大です。 

しかし、前年の21年度と比べると、排出量・移動量合計では32,000トン（9.1％）増加しています。

内訳は、排出量6,800トン（3.9％）、移動量25,000トン（14％）といずれも増加となっています。増加

の要因は、政令改正による医療業の追加と対象物質の増加が考えられます。 
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図1 届出方法別の届出件数の推移 図2 上位業種の届出件数の推移 
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（３）22年度PRTR届出データの過年度比較における注意点 

22年度PRTR届出データの過年度比較では、22年度PRTR届出データから改正された政令が

適用されていることに注意が必要です。従来の対象業種に医療業が追加され、対象物質が354

物質から462物質に変更されています。表1に政令改正前後の対象物質数を示します。 
 

 

注）21年度以前と22年度で継続物質数が異なるのは、政令改正

で集約された物質、分割された物質があるからです。 

詳細は「第０章 用語・使用したデータ・数値の取扱いについて」

をご参照ください。 

 

  図4に政令改正の影響を示します。除外物質の排出量・移動量合計は12,000トンで、21年度の

排出量・移動量合計の3.5％を占めています。一方、追加物質及び医療業の排出量・移動量合計

は47,000トンで、22年度の排出量・移動量合計の12％

を占めています。22年度PRTR届出データと過年度との

比較にあたり、追加物質、除外物質及び医療業を含ん

だままでは、PRTR届出データの推移を正しくとらえられ

ない可能性があります。そこで、次章では政令改正の影

響を除いた22年度PRTR届出データの過年度比較をし

ます。 

  

図 3 排出量及び移動量の区分別の 8年間の推移 

対象物質の分類 H21以前 H22

継続物質 281 276

除外物質 73

追加物質 186

合　　計 354 462
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表1 政令改正前後の対象物質数 

対象物質の分類 H21以前 H22

継続物質 281 276

除外物質 73

追加物質 186

合　　計 354 462

図4 21年度と22年度の排出量・移動量 
合計に占める政令改正の影響 
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[A] [B] [C]:[B]-[A] [C]/[A]
大　気 251,915 234,562 227,405 218,547 211,391 180,569 155,797 165,820 -86,094 -34.2%

水　域 12,647 11,243 10,749 10,125 9,918 9,500 8,506 8,749 -3,899 -30.8%
土　壌 250 252 234 166 344 381 463 118 -132 -52.8%

埋　立 27,290 24,511 22,175 17,906 14,201 9,854 11,125 8,045 -19,245 -70.5%
合　計 292,102 270,568 260,564 246,744 235,854 200,303 175,890 182,732 -109,370 -37.4%
廃棄物 232,691 225,644 226,199 221,771 218,922 197,356 171,774 196,386 -36,305 -15.6%

下水道 3,100 2,847 2,529 2,170 1,748 1,446 1,407 1,713 -1,386 -44.7%
合　計 235,791 228,491 228,728 223,941 220,670 198,801 173,181 198,100 -37,691 -16.0%

527,893 499,059 489,292 470,685 456,524 399,105 349,071 380,831 -147,061 -27.9%
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